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米中競争下の岸田内閣の外交と安全保障

何思慎

（輔仁大学日本語文学学科特任教授 /日本東アジア研究センター主任）

【要約】

岸田首相は、2022 年「シャングリラ対話」にて、「平和のため

の岸田ビジョン」を打ち出し、政権発足後、初の外交及び安全保障

政策の表明が行われた。「平和のための岸田ビジョン」は「自由で

開かれたインド太平洋」をキーワードとしているが、自民党の「保

守本流」を受け継いだ岸田は、安倍元首相の「保守傍流」とは異な

る戦略的ビジョンを抱いている。2022 年 12 月 16 日、日本政府は

新たな「安保 3 文書」を発表し、その中で岸田内閣は、中国の軍事

的動向を「国際社会の懸案事項」から「これまでにない最大の挑

戦」に引き上げた。2006 年に安倍が提唱した「戦略的互恵関係」

は静かに姿を消し、習近平と岸田は、今後の二国間関係を「新時代

にふさわしい日中関係」、「建設的で安定した日中関係」と位置づ

けている。「新時代」における日中両国は「安定した日中関係」を

模索するしかなく、「歴史」と「現実」のもつれの中で、対話を通

じた「平和」維持への努力が求められている。
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一　まえがき

岸田文雄政権の発足後、経済面では実質的な進展はないものの、

外交・安全保障面では様々な動きが見られる。インド太平洋安全保

障対話においても、極めて重要な「シャングリラ対話（Shangri-la 

dialogue、SLD）」が 2022 年 6 月 10 日にシンガポールで開催され、

ロシア・ウクライナ紛争や北朝鮮の核問題に加え、中国と米国、日

本、アセアン（ASEAN）諸国との対話が会議のハイライトとなっ

た。しかし、会議において、岸田首相は、なぜ、「平和のための岸

田ビジョン（Kishida Vision for Peace）」を掲げたのであろうか。

また、2022 年末には「国家安全保障戦略」をはじめとする「安保

3 文書」が改定されたほか、日本は国連加盟国中最多の 12 回目の

安保理非常任理事国に選出された。2023 年には G7（先進 7 カ国首

脳会議）のホストを務め、5 月に広島で「G7 サミット」が開催さ

れた。

2023 年の年明けに際し、岸田首相、林芳正外相、浜田靖一防衛

相が、米国、イギリス、フランスなど G7 メンバー国を相次いで訪

問した。2023 年 1 月 13 日には、岸田は就任後初めてホワイトハウ

スを訪問し、バイデン（Joe Biden）米大統領と会談した。岸田は、

その外交手腕を発揮することで国内の支持を取り戻すとともに、国

際政治における存在感を高めるべく、英・米・仏との協力のもと、

「自由で開かれたインド太平洋（Free and Open Indo-Pacific、

FOIP）」の実現に取り組んでいる。しかし、日中が「友好」関係

に戻ることが難しい中で、如何に「平和」を維持するかは、岸田外

交の重要な課題となっている。
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二　岸田のインド太平洋戦略における布石

1　インド太平洋戦略を見据えた 「岸田ビジョン」

2022 年、SLD は岸田首相を基調講演者として招き、その機会に、

岸田は「岸田平和ビジョン」を打ち出した。日本の首相が SLD の

基調講演者となるのは、2014 年の安倍首相の招聘に続き、8 年ぶ

りであり、国際社会としてはこの機会に、現在の日本の米中競争や

台湾海峡情勢に対する日本の見解を理解したかった。岸田は依然と

して FOIP をキーワードに演説を行ったが、自民党の「保守本流」

を受け継ぐ岸田と、安倍晋三元首相が属する「保守傍流」とは異な

る戦略ビジョンを持っていた。岸田は「今日のウクライナは、明日

の東アジアかもしれず、台湾問題は東アジア地域の平和に差し迫っ

た脅威となるかもしれない」（美國之音 2022c）と述べ、東アジ

アはロシアのウクライナ侵攻のような紛争を許さないとした。岸田

は、中国の東シナ海と南シナ海での活動、北朝鮮の核兵器増強及び

「普遍的ルール」への信頼が揺らぐことを念頭に置き、FOIP を提

唱し、核のない世界への移行、国連安全保障理事会の改革、日本の

防衛力の徹底強化及び「経済安全保障」等、新たな分野での協力を

提案した。講演において岸田は、インド太平洋地域における力によ

る現状変更を許さないとの決意を強調し、台湾海峡の平和と安定が

極めて重要であるとする米国の意見に同調した。

ロイド・オースティン（Lloyd Austin）米国防長官は SLD で、

インド太平洋が米国の世界戦略の中核であると率直に述べ、アント

ニー・ブリンケン（Anthony Bliken）米国務長官は 2022 年 5 月 26

日にバイデン政権の中国政策について発言した際に、長期的な最大

の脅威として名指しで中国を挙げた（美國之音 2022b）。米国は、

中国周辺の戦略的環境を牽制すべく、開放的で包括的な国際システ
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ムという米国とその同盟国のビジョンを推進する意向だが、バイデ

ン政権は米中間の競争における矛盾を対立する方法で解決するつも

りはない。SLD では、中国が拒絶的な態度を改め、オースティン・ 

米国防長官と魏鳳和・中国国防相（当時）との初の直接会談が実現

し、バイデン政権誕生当初に希望した、日中国防相のメカニズム設

置に中国が応じるなど、米中関係に緩和の兆しが見られ、軍事外交

による誤判断のリスク管理に努めている。

「岸田外交」は、バイデン政権の中国戦略に呼応し、FOIP での

地域の安全保障における日本の役割を強調し、米国の支持のもと、

国連安全保障理事会の常任理事国入りを目指している。しかし、日

中対話の環境を築くため、岸田首相は中国を直接名指しで非難する

ことはせず、国際法を強調する形にて、一方的な武力による現状変

更への反対を示し、また、日本を攻撃する国に対し、いかなる選択

肢も排除しないと、「反撃能力」についても触れた。これは、日本

が選択に迫られているとの現実を示している。岸田は、ロシアとウ

クライナの紛争がインド太平洋の安全保障情勢の悪化を招いている

との見方を示し、「専守防衛」の再定義推進への意欲を示してお

り、敵基地への「反撃能力」の構築に向けた政治プロセスは、日本

が「盾」で、米国が「矛」との日米同盟の役割分担を変える可能性

があるだろう。

岸田のインド太平洋諸国や北大西洋条約機構（NATO）との連携

により、中国に対抗しようとする意図は明白であり、これにより、

日本が中国との対立の最前線に立たされることは避けられず、対話

による日中関係の改善は困難になるであろう。2022 年 6 月 7 日、

楊潔篪・中国共産党中央外事工作委員会弁公室主任（当時）と、秋

葉剛男・国家安全保障局長が電話会談を行った。現在の日中関係に

ついて「新たな問題と以前からの問題が交錯・顕在化し、困難と試
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練を無視することはできない」とし、双方は安全保障面の相互信頼

増進のため「正しい方向をつかむ」必要があると指摘した。秋葉

は、中国が国際社会の平和と安全の維持に責任ある役割を果たすこ

とが重要だとの考えを示した（共同網 2022）。日本は、中国が責

任を負い、中国の台頭が地域の秩序を害することのないよう呼びか

けた。

「岸田外交」は、米中間で双方と良好な関係を保とうとするが、

党内右派の「軍拡」の議論に迎合することは、岸田の「平和ビジョ

ン」と戦後日本の「和平主義」との乖離を招き、日中関係に影を落

とす恐れがある。日本の防衛省は、「台湾有事」への懸念を理由

に、陸海空の自衛隊を統一して指揮する「統合司令部」を設置し、

事実上の「軍隊」として自衛隊をを編成する方針である。

2　インド太平洋におけるオーストラリアとの同盟関係に注力

2022 年 1 月 6 日、岸田はスコット・モリソン（Scott Morrison）豪

首相とオンライン会談を行い、日豪相互アクセス協定（Reciprocal  

Access Agreement、RAA）に署名した。この協定は、自衛隊とオ

ーストラリア軍との相互訪問や共同演習を円滑化し、防衛と安全保

障における協力を更に強化し、「準同盟」に押し上げることを目的

としている。日豪両国は、地域の安全保障に対する中国の挑戦に共

に対応し、日本・米国・インド・オーストラリア間の「4 カ国間枠

組み（日米豪印戦略対話、QUAD）」を通じた緊密な協力を維持す

るため、RAA に署名した。「日米地位協定」を除けば、日本が第

三国と同様の協定を結ぶのは、これが初めてである。RAA は、日

豪両軍が訓練や演習のために互いの国に自由に入国できることを意

味し、その都度条件を交渉する必要がなくなるほか、協定の運用に
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関する対話と調整のための「合同委員会」も設置される。

モリソンは岸田に、日豪両国が複雑かつ急速に変化する世界に

直面する中、RAA は防衛・安全保障分野における両国のハイレベ

ル協力の新たなページを開く画期的な条約であると述べ、岸田は、

RAA は日豪安全保障協力の新たな段階に向けた画期的な協定であ

ると強調した（法廣 2022）。日豪 RAA は、互いの領土での共同

軍事演習に対する障害を取り除くものであり、これはまた、1960

年の「日米同盟」発足以来、日本が初めて米国以外の国の軍隊の日

本駐留に同意した協定となっている。日本は、東シナ海や南シナ海

における中国の軍事的圧力の高まりに対応すべく、米国以外の国々

との協力を模索しているが、法制度の違いから、関係強化に必要な

協定交渉が長期化しており、日本が安全保障協力の一環として位置

づけてきた防衛装備品の輸出も順調であるとは言えない状況にあ

る。RAA の実施は、日本が将来同様の協定を締結するための範例

となり、安全保障における日本の協力ネットワークの拡大を加速さ

せるであろう。

日本とオーストラリアが RAA を締結する一方で、岸田の首相就

任後初となる、日米双方の外相・防衛相の参加による「安全保障協

議委員会」（2 ＋ 2）のオンライン会合を開催した。ブリンケンは、

中国の挑発的な行動は、台湾海峡、東シナ海、南シナ海の緊張を

激化させている、と指摘した（俄羅斯通訊社 2022）。日米「2 ＋

2 会議」の共同声明は、中国の軍事的台頭を直接名指しし、地域に

おける安定を損なう可能性のある行動を抑止するために必要な対抗

措置をとるために協力するとし、声明において台湾海峡の平和と安

定の重要性を再度強調し、両岸問題の平和的解決を促した。「2 ＋

2 会議」では、中国が日米同盟の安全保障上の挑戦であり、インド

太平洋安全保障の核心的課題であることが明確に認識された。米国
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は、日本の役割、任務、能力の転換を歓迎し、日本が相手国国境内

の弾道ミサイルを阻止できる「敵基地攻撃能力」を保有する可能性

について議論し、共同声明において、「日本はミサイルの脅威に対

抗するための能力を含め、国家の防衛に必要なあらゆる選択肢を検

討する」と明記した。

さらに日米は、緊急事態に対応するための共同計画の策定を検討

している。共同発表は、「着実な進展を歓迎」するとし、日米両国

は同盟の防衛力向上に関する「実質的な合意や特別協定への署名」

への期待を表明した。ランド研究所（RAND Corporation）のスコ

ット・ハロルド（Scott Harold）上級研究員は、日本は台湾問題を

「周辺有事」の範囲に含めてはいるものの、これまで具体的な行動

計画を立てておらず、この観点からすれば、日米が台湾有事に対応

するための共同作戦計画案を策定したことは新たな進展であると考

えている（美國之音 2022a）。中国による台湾への武力侵攻に対

して米国が効果的な反撃を行うには、台湾海峡付近の日本の南西諸

島を全面的に使用するなど、日本の自衛隊の支援が不可欠であり、

米国は近年、日本と協力して台湾海峡における紛争に共に対応する

ことを強く期待しているが、日本にとっては、台湾に隣接する日本

の島々が戦争に際して中国の攻撃を受ける可能性を意味しており、

日本の世論はこれに難色を示している。

しかし、米英豪は 2021年 9月に「米英豪安全保障協力（AUKUS）」

を締結し、米国とイギリスの原子力潜水艦がまず豪州に駐留・配備

できるよう、オーストラリアの原子力潜水艦建造支援と潜水艦基地

施設の評価を行うことを約束した。米国を除けば、オーストラリア

は QUAD と AUKUS のどちらにも名を連ねている国であり、オー

ストラリアは、米国のインド太平洋戦略における地位を大きく向上

した。「平和憲法」、「非核三原則」の制約を受ける日本は、オー
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ストラリアのインド太平洋安全保障における新たな役割を期待しつ

つも、紛争に巻き込まれることを恐れている。

日本がオーストラリアとの「準同盟」を推進するのは、米国の国

力が徐々に衰退する中、安全保障面において、中国の台頭が日本に

もたらす挑戦への対応を米国だけに頼ることはできず、他の中堅国

家との同盟の拡大により、安全を確保しなければならないとの視点

に立ったものである。しかし、米国の同盟体制の中で徐々に台頭し

つつあるオーストラリアは、冷戦以来、東アジアの安全保障秩序の

枠組みを整備してきた日米同盟の構造に変化をもたらし、日本の役

割を弱体化する可能性がある。岸田首相は、日本がインド太平洋地

域における安全保障上の役割を拡大することへの米国の期待に応え

るべく世論を説得し、米国が「日本を捨ててオーストラリアに焦点

を当てる」ことを防ぐための「専守防衛」における解決策を見出す

必要がある。

3　日英同盟 ・ 英国のインド太平洋復帰

G7 広島サミットは「岸田外交」の最も重要な舞台であった。

2023 年、岸田による G7 メンバー：フランス、イタリア、イギリ

ス、カナダ、米国への歴訪は、防衛力強化、新資本主義、脱炭素社

会の「グリーントランスフォーメーション（GX）」など、同政権

の重点となる外交政策を打ち出す起点となった。G7 サミットは、

ロシア・ウクライナ紛争と中国がもたらす挑戦に焦点を当て、G7

の共通見解を集約し、法の支配に基づく国際秩序の基本的立場を

確立した。この訪問のハイライトは、2023 年 1 月 13 日の日米首脳

会談であったことは間違いないが、英国でのリシ・スナク（Rishi 

Sunak）首相との日英防衛協力に関する RAA への署名も焦点とな

った。
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オーストラリアに続き、日本はイギリスとも RAA を締結し、防

衛協力を NATO 加盟国にまで拡大し、同時に、AUKUS との同盟と

いうパズルが完成した。日本は AUKUS には正式加盟していない

が、実質的には緊密な安全保障協力関係を築いている。日本政府の

関係者らは、日英 RAA は、1902 年の「日英同盟」以来、両国の最

も重要な防衛協定であり、過去 100 年の日本の安全保障にとり、

画期的な出来事と言っても過言ではないと述べている。岸田は、中

国や北朝鮮がもたらす安全保障上の挑戦に対応するため、日米同盟

を超えた多角的な安全保障関係の構築に取り組んでいる。日本はイ

ギリス、イタリアと共同でグローバル戦闘航空プログラム（Global 

Combat Air Program、GCAP）による、第 6 世代追尾戦闘機の開発

を推進しており、これは日本にとって、米国以外の国との初の防衛

装備協力となる。

日本のメディアは、日英の RAA は中国の台頭に対応するための

ものだと考えている。中国はこのことをよく理解しており、中国外

交部の汪文斌・報道官は 2023 年 1 月 11 日の記者会見で、関係国間

の防衛協力は相互理解、信頼、協力の強化に資するものであるべき

で、仮想敵を作ったり、ブロック対立の古い考えをアジア太平洋地

域に持ち込んだりすべきではないと述べた（中華人民共和國駐比利

時王國大使館 2023）。「読売新聞」による 2022 年 11 月の世論調

査によれば、日本の回答者の 81％が、中国は日本にとって軍事的

脅威であると認識しており、68％が日本の防衛力強化を支持して

いる。しかし、パラドックス的なことに、日本の回答者のうち米国

を信頼しているのは 44％にすぎず、多くの日本人は、日米同盟が

日本の安全保障を保証するのに十分か否かに疑問を抱いている（香

港 01 2023）。このため、日本は日米同盟の不足を補うために同盟

を拡大する必要がある。岸田の外遊のクライマックスはバイデン・
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岸田首脳会談で、同盟と国際協調を重視するバイデンは中国の挑戦

を考慮し、自由で開かれたインド太平洋地域を確保すべく日本との

戦略的安全保障協力を強化しているが、日本は、日本の安全保障上

の利益を損なうトランプ・ドクトリンの再来を防ぐべく、依然とし

て同盟を拡大している。

三　 「台湾有事」 防衛政策転換の促進

1　 「安保 3 文書」 にて 「専守防衛」 を改めて解釈

日本政府は 2022 年 12 月 16 日、「国家防衛戦略」（元「防衛計

画大綱」）、「防衛力整備計画」、及び外交と安全保障政策の総合

的な方針をまとめた「国家安全保障戦略」の「安保 3 文書」を閣議

決定した（防衛省・自衛隊 2023）。「国家安全保障戦略」は日本

の防衛の指針となる文書であり、2013 年に安倍元首相によって初

めて策定された。策定当初は、日本周辺の安全保障に対する中国の

挑戦、沖縄の位置する南西諸島の防衛強化、水陸両用戦能力と弾道

ミサイルへの対応能力の強化に焦点が当てられていた。

2013 年版「国家安全保障戦略」では、中国が「力による現状変

更」を試みようとしているとし、中国の軍事力強化がインド太平洋

地域の安全保障に与える影響を「国際社会の懸念事項」という言葉

で表現していたが、今回の改定で岸田内閣は、中国の軍事的動向を

「これまでにない最大の挑戦」に引き上げ、台湾が基本的価値観を

共有する重要なパートナーであり友人であることを明記している。

新たな「国家安全保障戦略」では、中国は「安全保障上の主要な脅

威」とは位置付けられていないものの、依然として「脅威」と見な

されている北朝鮮との順位を入れ替え、中国は、日本の安全保障政

策における最優先事項とされている。
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日本は、中国共産党第 20 回全国代表大会を経て 3 期目を迎える

習近平が中国の国力をさらに強化し、2027 年には東アジアのパワ

ーバランスが中国に有利な状況に向かう可能性があると評価してい

る。このため防衛省は、「敵基地攻撃」に使用される長距離ミサイ

ルや無人機など主要 7 分野を核として、5 年と 10 年の 2 段階での

防衛力強化を計画している。2027 年までに侵攻相手に対し射程圏

外から阻止する「スタンド・オフ能力」を構築し、「他国の侵攻に

責任をもって対処し、同盟国の支援を受けつつ、侵攻を阻止・排除

する」能力の確保を目指す。2032 年までに、超音速などの先進的

な武器を取得し、「反撃能力」を構築することが計画されており、

これらの目標は、新たな「安保 3 文書」や防衛予算に具体的に反映

されるであろう。

岸田内閣は、憲法 9 条の「平和主義」と防衛力強化のバランスを

取り、「専守防衛」の解釈を拡大し、「反撃能力」を持つ自衛隊を

確立しようとしているが、防衛省は「平和主義」の制約のもと、自

衛隊を攻撃的武装を備えるものへと転換することは、まだ選択肢に

はないと主張している。しかしながら、安倍元首相の 2014 年にお

ける内閣の「集団的自衛権の行使」に関する憲法の統一見解の変更

を受け、新たな「安保 3 文書」において自衛隊の「反撃能力」の導

入にゴーサインが出たことは、日本国憲法第 9 条の「平和主義」の

精神に則った「専守防衛」が改めて定義され、「憲法 9 条」が形骸

化されたと言える。

岸田は、訪米中に新たな「国家安全保障戦略」および「安保 3 文

書」についてバイデンに説明し、防衛予算を年々引き上げ、2027

年までに日本の GDP2％を達成し、NATO の欧州諸国と足並みを揃

えて、米国の期待に応えることを約束した。バイデンはこれを歓迎

し、「歴史的な増額」と述べ（經濟日報 2023）、他国の領土にあ
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るミサイル基地を破壊する「反撃能力」（敵基地攻撃能力）の構築

に協力することを約束した。バイデンは岸田の新しい「安保 3 文

書」を支持し、日本に対する防衛関連の責任を十分に果たしていく

と強調した。

日米同盟の新たな枠組みの下で、日本は現在のイージス艦やパ

トリオット 3 ミサイル（PAC-3）などのような侵入ミサイルの迎

撃を主軸とする「包括的ミサイル防衛（Comprehensive Missile 

Defense、CMD）」から、米軍が推進する「統合防空ミサイル防衛

（Integrated Air and Missile Defense、IAMD）」戦略に転換し、

敵のミサイル攻撃を未然に防ぐ能力や、敵の基地を攻撃したりする

能力を構築している。また、日米同盟をさらに拡大し、「宇宙」を

「日米安保条約」第 5 条の適用範囲に組みこみ、中国の衛星開発

の急速な進展に対応する方針である。ブリンケンは、宇宙情勢は

「明確な挑戦となっている」とし、即ち米国、日本のどちらか一方

への攻撃は、双方への攻撃とみなされるとの見解を示した（法廣 

2023a）。日米首脳会談では、両国が共に宇宙と先進技術分野にお

いて共に協力する「日・米宇宙協力に関する枠組協定（U.S.-Japan 

Space Cooperation Framework Agreement）」に署名した。

台湾海峡問題では、日米は中国が台湾海峡で「新常態」を確立し

つつあると考えており、「中華人民共和国は日米とその同盟国が直

面する最大の戦略的挑戦である」との点で一致している。日米同盟

は格上げされ、中国が「自らの利益のために国際秩序を作り変えよ

うとしている」と率直に非難している。中国外務省報道官の汪文斌

は 2023 年 1 月 12 日、「日米が二国間の軍事協力を展開する際は、

第三国の利益や地域の平和と安定を損なわないようにすべきだ」

（文匯報 2023）と反論した。中国の反応は穏やかだったが、日米

同盟の動きについては警戒し続けている。
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日米首脳会談後の「共同声明」において、日本は米国から「ト

マホーク（Tomahawk）」を数百発購入することを確認した。これ

は、過去に見られなかった日本の防衛装備であり、自衛隊が攻撃型

の武装力に転じ、米国と連携して「矛」の役割を担うこととなる。

今後、「専守防衛」との整合性はもはや日本防衛政策の焦点ではな

く、「専守防衛」を放棄し、米軍と自衛隊の一体化が加速し、共に

対中抑止力の維持を共に担うことが既定路線となるであろう。

2　台湾独立支持を意味しない 「台湾有事」

安倍の個人的な言葉ではないが、日本は「台湾有事」を懸念し、

台湾海峡の情勢を注視している。しかしこれは、日本が台湾独立を

支持していることを意味するものではない。元参議院議員、民間シ

ンクタンクの PHP 研究所理事長・江口克彦氏は、「台湾関係法」

は、あくまで米国の国内法であり、国際条約ではないため、過度の

期待を寄せるべきではなく、短期的にも長期的にも「台湾海峡の現

状維持に努めることは、日本にとって最良の選択である」と述べて

いる（ETtoday 新聞雲 2022）。岸田は 2022 年 10 月 17 日の参議院

の質疑応答にて、台湾海峡の平和と安定は極めて重要であり、対話

による平和的解決を望んでおり、これは、日本の一貫した立場であ

ると述べた（自由時報 2022）。

日本の対中外交において、台湾の独立を支持するか否かの問題

は存在せず、岸田外交において、「反中」もまた、選択肢にはな

い。グローバル化により冷戦時代の対立的な陣営から経済的な相

互依存関係が形成され、特に日本と中国の経済関係は緊密化してい

る。2020 年の日本の中国から輸入は全体の 26％と国別で最多を占

めており、中国における貿易経済投資は、日本の競争力向上に極め
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て重要な役割を果たしている。西村康稔・経済産業省大臣は 2023

年 1 月 5 日、米シンクタンクの戦略国際問題研究所（Center for 

Strategic International Studies、CSIS）の講演で、経済的な相互依

存が、一部の国家によって、威圧のような形で、外交・安全保障上

の武器として利用される可能性があり、特に基幹産業において特定

の国に依存することは許されない。しかし、時計の針は戻すことは

できず、完全なデカップリングも不可能であり、リスクの低減に

は、経済的安全保障を強化することが極めて重要である、と指摘し

た（経済産業省 2023）。日本は、計画的に中国市場への依頼を低

減しているが、「デカップリング」は日本経済にとっての選択肢に

はなく、西村は、中国との対話を継続することを支持している。

日本の対中政策は米中間の競争に制約を受けているものの、中

国との経済的デカップリングに伴う巨大な代価を支払うのは難し

いと考えている。日本経済団体連合会（経団連）の十倉雅和会長

は、日中関係は競争と協力の二者択一の問題ではなく、競争と協力

を交えて付き合っていく必要がある」と認識している（日經中文網 

2022a）。日本内閣府の 2022 年「外交に関する世論調査」によれ

ば、日本人の 79％が「中国に親しみを感じない」と回答している

ものの、日本の若者の 90％が「日中関係を発展させることが重要」

と考えている（日經中文網 2022b）。日本の「台湾有事」に対す

る言辞は強硬であるものの、日本が台湾海峡での戦争に介入する可

能性は極めて低い。安倍は退任後も、台湾を重要なパートナーとみ

なしているが、日本の超保守派を除く大多数の日本国民は、平和憲

法を超える政府の動きを極めて警戒しており、日本の紛争や戦争へ

の関与を支持していない。
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3　日本の南西諸島における防衛強化

2022 年 9 月 21 日、浜田防衛相（当時）は、台湾に隣接する日本

の国土の最西端である与那国島を訪問し、「電子戦部隊」を与那国

島に、「スタンドオフ・ミサイル」を奄美大島に配備するよう、南

西諸島の防衛体制を目に見える形で強化することを誓った。日本の

防衛省は、九州から台湾付近まで南西に延びる南西諸島の軍事力増

強が抑止力に寄与すると考えている。

近年、中国人民解放軍の軍用機や艦船が台湾北東部沖を定期的

に巡航しており、また、沖縄、宮古海峡周辺での活動は、南西諸島

防衛への圧力となっている。また、与那国島は「台湾有事」の際

に、衝突の前線となる可能性があり、日本は事前に備え、防衛力

の整備を該島へと推進する必要がある。自民党の麻生太郎副総裁は

2022 年 8 月 31 日の演説で、台湾での戦争が勃発すれば、沖縄、与

那国、与論島など日本西南部の地域は戦闘区域外かもしれないが、

戦争に巻き込まれる可能性が極めて高いと指摘している（中央社 

2022）。

安倍元総理の暗殺後、台湾の日本への注目は非常に高まってお

り、安倍の「台湾有事は、日本有事だ。すなわち日米同盟の有事で

もある」との発言は、台湾海峡で衝突が起きた場合、日本が台湾の

ために立ちあがることを保障するものであると一部の台湾人に解釈

されている。台湾世論基金会が実施した世論調査によると、台湾海

峡で有事が発生した場合、日本が台湾防衛のために軍隊を派遣する

と考える回答者は 43.1％に達し、この数字は、米軍が台湾防衛の

ために参戦するとの回答者 34.5％を大きく上回っている（風傳媒 

2022）。台湾人の安全保障面における日本自衛隊への期待は米軍

よりも高く、台湾人の日本、米国との間の心理的距離を反映してい

る。これは日台友好の雰囲気のもとでの台湾人の日本に対する希望
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的観測であるが、日本の政治経済構造の客観的理解不足とも解釈で

き、近いようで実はよく理解していない、台湾の対日理解のパラド

ックスでもある。

日本の台湾海峡での武力行使に法的根拠がないという事実はと

もかく、ましてや、安倍の「台湾有事」、「日本有事」と「日米同

盟有事」の三者間の極めて複雑な国際政治と法の解釈を単純化す

ることはできない。安倍の主張を、「台湾支持」、「反中」の端

的な現れとみなすことは、日本の米中対立におけるバランスを無視

したものである。米国の日本問題専門家マイク・グリーン（Mike 

Green）は、安倍の対中戦略を「競争するがトラブルを起こさない」

と表現している（工商時報 2022）。しかし、これは安倍の個人の

知恵によるものではなく、日本が中国との歴史的交流から培った外

交上の知恵であると言える。

実際、2010 年には中国の国内総生産（GDP）は日本を上回り、

米国に次ぐ世界第 2 位となったことで、40 年間続いた日本の「経

済の奇跡」は終わりを告げることとなった。東アジアの 2 大経済強

国は共存し、「日中友好」はもはや存在しないが、これは時代の

変遷の結果であり、それを理由に日中関係に悲観的になる必要は

ない。中国との交流は日本外交において極めて重要な事項であり、

国分良成・元防衛大学学長は「日中間の平和状態の維持が必須であ

り、一度紛争が起きれば取り返しがつかなくなり、平和がなければ

すべてが失われる」と率直に語った（日經中文網 2016）。

日本は中国を安全保障上の最大の脅威とみなす一方で、中国は日

本の経済成長のパートナーでもあり、両者は互いに依存し合う「緊

密な競争相手」でもある。中国の二面性について、ヘンリー・キッ

シンジャー（Henry Kissinger）元米国務長官は「中国との終わりの

ない対立を避けるよう」警告を発している（聯合新聞網 2022）。
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地政学的な問題においては、米中、そしてロシアとその他のヨーロ

ッパ諸国との間に起こりうる対立を和らげるために、「ニクソン式

柔軟性」が必要である。日本は対中外交において「ニクソン式柔軟

性」を熟知しており、岸田もそれを十分に理解し、米国が日本を裏

切って中国と裏取引をするとの傷を避けるべく、中国との交流にお

いて、威嚇と原則的な対応とのバランスを保っている。台湾は安倍

の台湾支持のイメージを過大評価することで、安心感を得るのでは

なく、日本の外交上のトレードオフの術を理解する必要がある。

「台湾有事」の際に、自衛隊が台湾に派兵することは現実的ではな

く、日本の安全保障のシナリオには存在していない。

4　日本経済低迷による防衛増税の先送り

防衛省は 5 月 23 日、2023 年の「防衛白書」草案を発表し、中国

が今世紀半ばまでに実現するとしてきた「世界一流の軍隊建設」を

前倒しする可能性を指摘した。日本は、ロシアと中国の周辺海域で

の頻繁な軍事活動について深刻な懸念を表明し、これは「明らかに

日本に力を示すことを意図している」とし、草案は、日本の現在の

安全保障環境は、中国が核兵器やミサイルなどの軍事力を急速に強

化するなか、「力による一方的な現状変更の圧力が強まっている」

とし、「アジアを含む国際秩序の根幹を揺るがす」行動であると指

摘した。また、中国と北朝鮮に囲まれた日本は、安全保障環境にお

いて「新たな危機の時代」に突入した、と述べている。「防衛白

書」は、2035 年までに、中国は 1,500 発の核弾頭を保有する可能

性があり、中国の軍事建設は宇宙空間、サイバー空間、電磁戦など

新たな軍事分野で支配的位置を求めることに重点が置かれていると

指摘している。こうした新たな局面に対応するため、日本は近年、
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防衛法体制の再編を進めるとともに、「専守防衛」の概念の解釈を

拡大し、自衛隊を「防衛」から「攻撃」へとシフトさせ、「反撃能

力」を構築して防衛力を強化している。

2023 年 6 月 3 日、浜田防衛相はシンガポールで開催された SLD

で、日本は増強されつつある軍事力を利用し、他国の脅威となるよ

うなことはしないと述べた。浜田は、日本は外交努力と対話を優先

し、誤解を招かないよう努めると強調し、「平和を希求する国家と

して、日本は自国と既存の抑止力を強化し、利害や意見の相違を対

話を通じて解決するつもりである」（中央社 2023d）と述べた。

防衛白書は、日本国民の命や暮らしを守り抜くうえで、まず優先さ

れるべきは、積極的な外交の展開であり、同時に外交には裏付けと

なる防衛力が必要であると説明している。

「防衛白書」は、両岸の軍事動向に注目し、再度、両岸の軍事バ

ランスは中国側に有利な方向に急速に傾斜する形で変化していると

指摘し、中国がミサイルと核武力を含む軍事能力を急速に建設して

おり、「一方的な現状変更」の圧力が益々高まっているとした。日

本は、中国の「世界一流の軍隊建設」は、「台湾問題」を解決する

ためだけのものではなく、日本と西側諸国に対するものであると考

えている。「防衛白書」は、新たな「国家安全保障戦略」の「最大

の戦略的な挑戦」との用語を用いて中国に言及し、2027 年度に、

関連経費も含めた日本の防衛費を、国内総生産（GDP）の 2％に増

やすと明記した。この前提のもと、米国の同盟国に対する要求に応

え、日本の安全保障戦略の転換を実施すべく、今後 5 年の防衛経費

を、従来の予算規模を大幅に上回る総額 43 兆円を確保するとして

いる。

しかし、多額の借金を抱えた日本は、如何に財源を確保するか

という挑戦に直面している。新型コロナ後の日本経済は低迷して
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おり、岸田に増税の余地はなく、自民党の萩生田光一政調会長は

2023 年 6 月 9 日、岸田首相に防衛増税を「2025 年以降の適切な時

期」まで延期し、その際には法人税、個人所得税、たばこ税を検討

するよう、政策提言書を提出した（共同網 2023）。しかし、増税

を実現し得るか否かは、日本の経済状況次第であり、もし、企業の

利益や賃金所得が振るわない場合、軽率な増税は世論の反発を招

き、自民党政権に危機をもたらす可能性があり、岸田首相は慎重に

対応する必要がある。岸田にとって喫緊の課題は、対話を通じて緊

張を緩和し、外交手腕を発揮して、国民の支持を得ることである。

四　日米同盟と米韓同盟の連携

1　日韓の 「シャトル外交」 再開

岸田首相は 2023 年 5 月 7 日に韓国を訪問した。現職首相の訪問

としては、2018 年 2 月に当時の安倍首相が平昌冬季オリンピック

の開会式に出席して以来であり、12 年ぶりに日韓首脳の「シャト

ル外交」が再開された。これは、慰安婦や徴用工への賠償等の歴史

問題によりもたらされた日韓関係の低迷からの回復を意味する。

2023 年 3 月中旬の尹錫悦（ユン・ソンニョル）・韓国大統領の訪

日を皮切りに、日米韓の三国関係は急速に深まっている。これは北

朝鮮の核兵器開発に三者共同にて対応するためだけでなく、中国を

牽制する戦略的思考によるものでもあり、インド太平洋地域におけ

る米国の多国間安全保障協力のネットワークを強化するためでもあ

った。

日韓首脳会談で尹錫悦は、日韓関係はこの 2ヶ月で急速に改善さ

れており、従来を超える更に友好的な関係を築いていくと述べた。

岸田と尹は、日米韓の安全保障協力の重要性を強調し、双方の戦略
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的対話のチャネルを再建することを表明した。バイデンは、岸田が

日韓関係改善のために「勇気ある措置」を取ったと称賛したが、

日韓間の「歴史問題」は複雑にからみあっており、「シャトル外

交」を通じて和解し、過去の遺恨を乗り越えることができるかどう

かは疑問である。尹錫悦は 2023 年 4 月 24 日、ワシントン・ポス

ト紙（The Washington Post）のインタビューで、100 年前の出来

事について日本に「ひざまずいて謝罪することを要求」することは

受け入れられないとし、韓国の安全保障問題が差し迫っていること

から、日本との協力は緊急の課題であり、これに対し消極的な人

は政府の姿勢を永遠に理解できないであろう、と述べた（中央社 

2023b）。

しかし、日韓首脳会談が行われた龍山（ヨンサン）の大統領府

の外では、市民団体による抗議行動が行われ、日本に対して第二次

世界大戦中の朝鮮人労働者の強制徴用に対する「謝罪」の要求のほ

か、日本が今夏から開始した福島第一原発の処理水の排出に反対の

声が挙がった。インタビューに応じた人々は、首脳会談には期待し

ていない、韓国側だけの一方的な譲歩になったと失望している、と

率直に語っている。ギャラップ・コリア（Gallup Korea）の世論調

査によれば、日韓の「シャトル外交」が成果をもたらすと考えてい

る人は 33％に過ぎず、49％は否定的な態度をとっており、韓国人

の半数近くが「尹・岸会談」を支持ていないことが明らかになった

（太報 2023 年）。日韓の「歴史問題」に対する韓国世論と尹政権

の態度には、依然として隔たりがある。尹錫悦は、ヨーロッパの戦

争当事国も戦後において、将来の発展のために協力関係を築いてき

たとの事実を根拠に、韓国世論を説得しようとしているが、一筋縄

ではいかないようである。

岸田首相は訪韓の際、過去の日韓関係に対する反省を「心が痛
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む思い」と表現したが、この発言は歴史的正義を求める韓国国民の

期待に応えることはできなかった。尹錫悦は、歴史よりも未来の日

韓協力が重要だと考えているが、日韓の歴史により、日韓の協力、

特に「日本による韓国併合」という歴史的苦痛に触れる可能性の高

い安全保障協力において、依然として制限を受けることとなるであ

ろう。韓国人は歴史的な感情から、日本の自衛隊が韓国の地に足を

踏み入れることを受け入れがたいと感じており、日本も戦後憲法の

平和主義の下、朝鮮半島に軍を派遣することはできない。結局のと

ころ、日米同盟は特殊な憲法上の例外であり、日本は米国以外のど

の国とも、相互の安全保障上の同盟関係を構築できていないのであ

る。

東アジアの安全保障情勢の変化に鑑みれば、現在の日米韓 3 国間

の戦略的協力は、北朝鮮の核問題への対処だけでなく、米国がイン

ド太平洋地域の秩序を整えるために同盟政策を調整する中で生じた

ものである。しかし、米韓同盟と日米同盟は「2 つの二国間」から

「1 つの三国間」へと進展するなかで、米国が東アジアにて構築し

ようとしている安全保障メカニズムの「NATO 化」には、依然とし

て多くの困難が存在する。日本が多国間安全保障メカニズムに参加

できないのは、「平和憲法」による法的制約に加え、日本、韓国、

ASEAN は、中国と経済・貿易面で密接な関係にあり、中国と米国

の競争に過度に巻き込まれることを望んでいないからであり、中国

からの経済的利益を手放すことなく、米国の安全保障が得られるよ

う、立ち回ることを画策している。インド太平洋諸国が中国に対

し、米国と同じ敵対心を抱き、「反中」同盟を結ぶことは難しい。

米国は日韓関係改善に様々な働きかけを重ねてきたが、日韓間に横

たわる「歴史問題」がバイデン政権の外交努力を徒労と帰す可能性

があり、岸田も日韓関係の「歴史問題」が常時再燃する可能性のあ
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ることを心得ている。

2　歴史的な 「日米韓首脳会談」

2023 年 8 月 19 日未明、米国のキャンプ・デービッドにおいて「日

米韓首脳会談」が開催された。3 カ国の首脳が一堂に会するのは今

回が初めてではないが、東アジア首脳会議（EAS）をはじめとする

多国間会議を機に行ったその場での会談とは異なった。この会談は

日米韓の新たな対話メカニズムであり、3 カ国間でホットラインを

開設することに合意した。また、今後国家安全保障顧問、外相、防

衛相の年次協議とともに、合同軍事演習も毎年開催することについ

て協議された。ラーム・エマニュエル（Rahm Emanuel）駐日米国

大使は、これは初めての試みであるだけでなく、歴史的な取り組み

であると強調した。岸田首相はこの首脳会談を「日米韓協力におけ

る歴史的な機会」と位置付けた（星島頭條 2023）。米国家安全保

障会議のカート・キャンベル・インド太平洋問題調整官は、日米韓

首脳会談を日米韓関係の進展を確固たるものとすると表現し、互い

を「ロックイン」する「21 世紀における決定的な 3 カ国関係」と

表現した（法廣 2023d）。首脳会議は「キャンプ・デービッド原

則」、「キャンプ・デービッドの精神」、「日本、米国及び韓国間

の協議するとのコミットメント」と呼ばれる 3 つの文書で締めくく

られ、バイデン政権の同盟国の団結との誓いを実現した。

米国は、バラク・オバマ米政権時代に日韓の安全保障協力の推

進への取り組みを開始している。2016 年 11 月 23 日、日本と韓国

は、ソウルにて軍事情報包括保護協定（GSOMIA）に調印したが、

2017 年に就任した韓国の文在寅（ムン・ジェイン）大統領が対日

強硬政策をとり、慰安婦問題や徴用工の賠償問題などで日韓関係は
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1965 年の日韓国交樹立以来、最悪の状態に陥った。GSOMIA は一

時停止され、日韓の安全保障協力は原点に戻ったものの、尹錫悦の

日韓間の歴史問題解決に向けた積極的な取り組みと、バイデンの日

韓間での仲介の努力とが相まって、米国の推進する「日米韓首脳会

談」開催の条件が整った。

しかし、依然として日韓の和解は非常に脆弱であることから、三

者はたとえ政権が変わったとしても協力関係を後戻りさせない「体

制」を築き、共に自由で開かれたインド太平洋（FOIP）を共同で

推進すべく、日米韓の戦略的パートナーシップを「新たな常態」と

することを目指している。尹大統領は 2023 年 8 月 15 日の光復節演

説で、米韓同盟と韓米日安全保障協力の重要性が高まっており、北

朝鮮の核とミサイルの脅威を抑制するためには、三者の緊密な偵察

協力を通じて、北朝鮮のミサイルの動きを即時に共有する体制を築

く必要があると述べた。また韓国と日本は「普遍的価値を共有し、

共同の利益を追求するパートナー」であり、韓国は日本と安全保障

と経済分野での交流を強化していくと強調した（法廣 2023c）。

尹錫悅は韓米日の安全保障協力を北朝鮮の核問題に焦点を当て、

中国への言及を避けたが、エマニュエル米駐日大使はためらうこ

となく中国を名指しし、日米韓が「中国の脅威」に団結して対処

するよう呼びかけた。元 CIA の中国専門家でジョージタウン大学

教授のデニス・ワイルダー（Dennis Wilder）は、「中国は日韓の

溝を埋める素晴らしい仕事をした」と率直に語った（FX168 財經

網 2023）。日米同盟と連動する米韓同盟の対応範囲は朝鮮半島か

ら徐々に広がり、北朝鮮の核兵器問題への対応に加え、中国の安全

保障における挑戦までをも戦略的視野に織り込んでいる。首脳会談

で提示された「キャンプ・デービッド原則」は、3 カ国が協力を継

続する際の指針となるものであり、「キャンプ・デービッド精神」
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は、3 カ国の協力のビジョンと具体的な実施計画に焦点を当てたも

のである。しかし、日米韓は NATO の集団防衛のレベルには達し

ておらず、「日本、米国及び韓国間の協議するとのコミットメン

ト」において、集団的利益と安全保障に関連する地域の挑戦、挑発

と脅威に直面した際に、迅速かつ協調的な行動をとることを約束し

ているが、三者は依然として自ら行動する自由を保持している。

また、首脳会談は 2022 年の EAS における三者懇談の立場を継続

し、台湾海峡の平和と安定が国際社会の安全と繁栄に不可欠な要素

であることを再確認し、両岸の意見の相違の平和的解決を呼びかけ

た。中国は、日米韓の「ロックイン」が東アジアの安全保障秩序と

台湾問題に与える影響を注視している。米国は両岸関係の「越えて

はならない一線」を理解しており、「日米韓首脳会談」は、米国と

インド太平洋の同盟国が軍事的連携を深めていることを意味するも

のの、中国を過度に刺激し、台湾の独立派に誤った外交的シグナル

を送ることを避けるため、台湾海峡における紛争に如何に対応する

かは明らかにしなかった。今回の首脳会議の結果を見る限り、イン

ド太平洋地域の安全保障を「NATO 化」することは依然として難し

い状況にあり、日本が「平和憲法」に縛られ、「集団安全保障」の

法的制約から逃れられない。また日本、韓国、ASEAN は、中国と

経済・貿易面で密接な関係にあり、中国と米国の競争に過度に巻き

込まれることを望んでいない。中国からの経済的利益を手放すこと

なく、米国から安全保障を得られるよう立ち回ることを画策してい

る。インド太平洋諸国が米国と同様の敵対心を抱き、「反中」同盟

を結ぶことは難しい。
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五　戦争回避を意図した 「岸田外交」

日韓関係改善の背景には、東アジア海域での中国の積極的な軍事

力投入に対処するための戦略的思考が存在するが、それは「台湾有

事」に共に対処するためのものではない。2023 年 4 月 24 日、林芳

正外相は、国会にて最大野党・立憲民主党の原口一博・元総務大臣

（衆院議員）の「台湾有事は日本有事」という考えに同意するかど

うかとの質問に対し、明確な立場を表明せず、日本政府の立場とし

ては「コメントは差し控えたい」と述べるに止まり、対話により平

和的に解決されることを期待するとの日本政府の一貫した立場を示

した（聯合新聞網 2023a）。日本のメディアは、林芳正が安倍元首

相の「台湾有事」に対する見解に直接的なコメントを避けたのは、

中国、台湾、日本の世論に与える影響を考慮した結果である、と分

析している。

米中間の競争は過熱し、米国は対中政策で強硬姿勢を強めると

ともに、折に触れて「台湾問題」を用いて中国を牽制し、台湾海峡

の緊張を高めており、両岸関係の論評には「準戦争の瀬戸際」とい

う言葉も出現している。エコノミスト誌（The Economist）の分析

は、岸田首相は、中国と米国の衝突を望んでおらず、「台湾有事」

を懸念しており、このことは逆に日本に憂慮をもたらしていると指

摘している（風傳媒 2023）。岸田内閣は、安倍元首相の「台湾有

事は日本有事」との主張を是認しておらず、2023 年 4 月 6 日、岸

田首相は立憲民主党の末松義規・衆議院議員の「もし台湾有事が発

生し、日本が米国から自衛隊の派遣を求められた場合、どう対応す

るのか」という質問に対し、憲法、国際法、国内法に基づき、個別

に、具体的に判断する、と答えている（中央社 2023a）。岸田は 4

月 20 日の国際メディアのインタビューを受けた際、中国の覇権主
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義を抑制するために日本がどのような軍事的措置を講じているの

か、という質問に直接答えることを避け、代わりに「積極的な外交

が優先課題である」と述べた（風傳媒 2023）。

「外交青書」2023 年版では、2022 年を「歴史の転換期」と位置

づけている。その理由はロシア・ウクライナ紛争によるものだけで

なく、日本の現在の国際情勢に対する見解にある。その理由とし

て、第一に、経済のグローバル化の中で先進国の国内の格差が拡大

していること、第二に、中国をはじめとする新興市場国や発展途上

国の台頭、第三に、各国の利害が複雑に絡み合っている、との 3 つ

の点があげられている。日本は、中国と米国の争いは「対立、競

争、協調が複雑に絡み合っている」局面にあり、グローバル化が進

む中、「経済的なデカップリングを完全に達成することはもはや不

可能」であると考えている。「外交青書」では、中国について名指

しはせずに「一部の国家は急速かつ不透明な軍事力の強化を進め、

独自の歴史観・価値観に基づき既存の国際秩序に対する挑戦的姿勢

と自己主張を強めている」と指摘し、台湾海峡情勢については、日

本は「台湾海峡の平和と安定については、国際社会全体において急

速に懸念が高まっている」と述べている（外務省 2023）。

2023 年 4 月、林芳正外相の中国訪問がついに実現した。これは、

2019 年 12 月、当時の茂木敏充外相の訪中以来であり、日中関係に

とって大きな意味を持っている。林芳正はかつて日中友好議員連盟

の会長を務め、自民党内の「知中派」であり、中国は、林外相の訪

中を通して対日関係を維持したいと考え、日本もまた同じであっ

た。「エコノミスト」誌によると、岸田は、G7 サミットを前に、

日中関係がさらなる悪化を避けるために全力を尽くしているようで

あった（風傳媒 2023）。2023 年 4 月 18 日、長野県軽井沢で開催

された G7 外相会議の共同声明では、各国が「率直」に中国と「協
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力」することを促し、「岸田外交」は 5 月 19 日の G7 サミット会

議にて、米中対立を緩和する条件を作り出し、中米関係の負のスパ

イラルの解決に努め、これにより地域の安定における日本の役割を

確立しようとした。

G7 は首脳会議の声明で、中国との建設的かつ安定した関係を構

築し、グローバルな課題において中国と協力する必要性を表明し

た。岸田首相は G7 において中国に「国際社会の一員としての責

任」を果たすよう求め、台湾海峡情勢については「平和と安定の重

要性、両岸問題の平和的解決を促す」と改めて強調し、この立場を

G7 メンバーと共有した。G7 は「我々の政策方針は中国を害するこ

とを目的としておらず」、「中国の経済的進歩及び発展を妨げよう

ともしていない」と述べ、G7 メンバーは中国と「デカップリング」

を進める意図はなく、「デリスキング」を追求しているだけである

と強調した（中央社 2023c）。

中国共産党第 20 回全国代表大会後、日中間のハイレベル交流・

対話が順次再開された。2023 年 5 月 16 日、防衛省は日中防衛部門

幹部間のホットラインの正式な運用開始を発表した。浜田防衛相は

李尚福・中国国防相と電話会談を行い、双方はホットラインにより

不測の事態を回避し、安全保障の信頼を築く上で重要な役割を果た

すことを確認し、また、今後ホットラインを適切に運用しながら、

日中両国の国防部門間で双方向でのコミュニケーションを維持する

ことで合意した。浜田は、東シナ海情勢やその他の日中間の安全保

障上の懸念に言及し、衝突を避けるために「こうした懸念があるか

らこそ、率直な意思疎通を図ることが必要である」と述べた（法廣 

2023b）。

日中国交正常化 50 年において、恩怨が絶えることはなく、中国

と米国が熾烈な競争を繰り広げる国際政治の中で、日本は「日米同
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盟」と「対中抑制とバランス」との二重路線への依存から脱却する

ことは難しい。しかし、日本と中国は決して互いに相手を「脅威」

とみなしてはならず、もしそうでなければ、日中両国は悪辣な相互

対立との新たな段階に突入することを宣言するに等しく、日本はま

た国益の核心である「安全保障」を失うこととなる。「専守防衛」

を放棄したならば、自衛隊は米軍との一体化を加速させ、共に中国

に対する抑止力を維持すべく、米国の「矛」の役割を果たすことと

なるであろう。自衛隊は、インド太平洋地域における中国の軍事的

挑戦に対応する米国の強力な戦力となり、日本は「台湾有事」の際

の最前線となることとなる。特に、沖縄の位置する南西諸島が基地

になることで、沖縄が戦争に巻き込まれるリスクは高まるであろ

う。

「岸田外交」は「安倍外交」に劣らず日米同盟を強化している

が、日中関係を軽視しているわけではない。岸田はワシントンでの

演説において、中国に対し、改めて「言うべきことは言う」と述

べ、中国に責任ある行動を求めるとともに、「建設的かつ安定的

な関係」の促進に努めていくとした。岸田は中国とハイレベルでの

対話を続けたいと考えているが、「対話」が日米同盟と自衛隊の

「盾」から「矛」への移行を強化するための時間と余地を求める遅

延戦術と見なされれば、中国は関心を示さないであろう。中国が日

中関係を改善する意欲を失えば、安定した日中関係を実現しようと

する岸田の試みは、徒労に終わることとなる。日中関係が一旦行き

詰まれば、東アジアの平和維持は危うくなり、安倍の「台湾有事は

日本有事であり、日米同盟の有事でもある」という発言は現実味を

帯びてくる。日本が「専守防衛」から一歩踏み出すことで、中国を

効果的に「事前抑止」できるかは不透明であるが、米中対立の高

まりを助長してしまい、双方が「トゥキディデスの罠（Thucydides 
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Trap）」を回避する機会を逃すことになるかもしれず、これは、

「岸田外交」の最大のリスクと言えるであろう。

六　結論

米中の戦略的競争はグローバル的なものであるが、インド太平洋

地域はその双方の主戦場であり、その中でも台湾海峡は日本の南西

諸島の安全保障に大きな影響を与える最も危険な地点である。岸田

内閣は、「日本有事」の際に、米国に日本を防衛する固い決意があ

るかどうかを心配するよりも、「反撃能力」を高め、「自主外交」

を推進し、オーストラリア、英国との RAA を締結して同盟を拡大

し、「キャンプ・デービッドの 3 文書」によって日米同盟と米韓同

盟の連携において一歩踏み出す方がよいと考えている。日本の防衛

政策の転換において、岸田内閣は一国主義を強める米国に追随し、

「専守防衛」から「集団的自衛権」へと舵を切ったものの、それは

「中国包囲網」に応じるものではなく、田中内閣以来続いてきた

「多国間自主外交」を引き継ぎ、過去の冷戦時代のような「主従関

係」から日米関係を「パートナーシップ関係」へと調整しようとす

るものである。

日本国憲法の「平和主義」は揺るぎないものであり、日本の世論

の多くは戦争を始めることに賛成していない。このため、日本が中

国と開戦するとは考えられず、もし日中戦争が再び起こるならば、

戦場は中国ではなく日本となることから、岸田内閣は全力で戦争

の勃発を避ける必要がある。しかし、日本と中国とを衝突させる 2

つの事態がある。1 つは、「台湾有事」により戦争が日本に飛び火

し、「日本有事」となること、もう 1 つは、中国と米国が衝突し、

日本が日米同盟に基づき「集団的自衛権の行使」を発動し、紛争に
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巻き込まれることである。日本はどちらも望んでおらず、日本が防

衛力を強化するのは、中国との衝突のためではなく、中国との外交

対話での気概を高めるためである。日本の安全保障には、主として

の外交、サポートとしての防衛力の両方が必要であり、防衛力は外

交と対話のために存在するのであって、中国との紛争に備えるため

に存在するものではない。日中関係には交戦ではなく交流が必要で

あり、対立ではなく対話が必要である。

2023 年は、中国の黃華・外交部長と日本の園田直外相が 1978 年

8 月 12 日北京で署名した「日中友好平和条約」から、45 周年とな

った。同年 10 月 22 日、訪日した鄧小平の立ち合いのもと批准書

が交換され、平和条約が発効し、1972 年 9 月の日中国交樹立の最

後の 1 マイルが完成した。しかし、日中両国が友好の道を歩んでい

たかどうかとの問いに対する答えは否定的である。平和条約は双方

を中国に対する侵略戦争の歴史から解放することができなかっただ

けでなく、東アジア海域をめぐる紛争の解決策を見出すこともでき

ず、日中両国民の互いに対するイメージは、ますますネガティブな

ものとなっている。

日本の「言論 NPO」と中国国際出版グループが 2021 年に実施

した世論調査の結果によると、日本に対する印象について、「良

くない」と答えた中国人は 66.1％で、前年より 13.2％増加した。

これは、2013 年に安倍元首相が日中関係の改善に取り組んで以来

の悪化である。また、中国に対する印象について、「良くない」

と答えた日本人の割合は 90.9％と、前年の調査よりも 1.2％上昇

し、中国に対する印象は、2 年連続にて悪化している（日經中文網 

2022a）。調査結果は、「歴史問題」と地政学的な矛盾が、日中関

係の改善を難しくしており、双方の絵論の支持を得難いことを裏付

けている。
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2022 年、日中両国は国交樹立 50 周年を機に関係緩和の雰囲気を

醸成し、タイ・バンコクで開催された APEC 首脳非公式協議の前

に日中首脳会談を行うなど、3 年ぶりに「首脳外交」を再開した。

しかし、日本は「安保 3 文書」を改定し、中国を「挑戦」とみなし

ており、日中関係には再び暗雲が立ち込めている。日中関係を構造

的に改善することは短期的には難しいが、双方はいずれも「対話」

において誠意を示しており、下り坂から抜け出し、着実な改善に向

け努力している。岸田は 2023 年 6 月 18 日、母校の早稲田大学で

の講演において、建設的で安定した日中関係を築くために対話を重

ね、互いに努力する必要があるとの考えを示し、直接中国を訪問す

る意向を表した（日經中文網 2023）。ブリンケンの訪中後、岸田

の対中外交はより積極的になり、日中の安全保障戦略の対立が深ま

る中、対話を通じて日本周辺での有事を回避すべく、あらゆるレベ

ルでの緊密な意思疎通に努めている。

日中国交樹立から半世紀を経て、2006 年に安倍が提唱した「戦

略的互恵関係」は静かに姿を消し、習近平と岸田は、今後の二国間

関係を「新時代にふさわしい日中関係」、「建設的で安定した日中

関係」と位置づけており、「新時代」における日中両国は「安定し

た日中関係」を模索するしかない。45 年前の平和条約が描いた「友

好」はもはや存在しないが、「歴史」と「現実」のもつれの中で、

対話を通じた「平和」維持への努力が求められている。

（寄稿：2023 年 11 月 16 日、採用：2024 年 1 月 24 日）

翻訳：阿部久美子（フリーランス翻訳者）
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美中競爭下岸田內閣的外交與安保

何思慎

（輔仁大學日文系〔所〕特聘教授 /日本暨東亞研究中心主任）

【摘要】

日本首相岸田文雄在 2022 年「香格里拉對話」會議上拋出「岸

田和平願景」，為其主政日本後在外交及安保政策的初試啼聲。「岸

田和平願景」雖以「自由開放的印太」為關鍵字，但繼承自民黨「保

守本流」的岸田卻與安倍前首相的「保守旁流」的戰略視野不同。

2022 年 12 月 16 日，日本公佈新「安保三文件」，岸田內閣對中國

的軍事動向從「國際社會的關切事項」上升為「前所未有的最大挑

戰」。習近平與岸田互以「契合新時代要求的中日關係」及「建設性

穩定的日中關係」來定位未來的雙邊關係，安倍晉三於 2006 年所倡

議的「戰略互惠關係」已悄然消失，中、日僅能在「新時代」摸索「穩

定的日中關係」，在「歷史」與「現實」的糾葛中，透過對話勉力維

持「和平」。

關鍵詞：岸田外交、中日關係、美日關係、「安保三文件」
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The Kishida Cabinet’s Diplomacy and 
Security Policies Amid Competition  

Between the United States and China

Szu-Shen Ho 
Distinguished Professor, Japanese Department/ Director, Center for  

Japan and East Asian Studies, Fu Jen Catholic University

【Abstract】

Japanese Prime Minister Kishida Fumio launched the “Kishida 
Peace Vision” at the 2022 “Shangri-La Dialogue” as his first cry for 
foreign and security policies after taking charge of Japan. “Kishida’s 
Peace Vision” uses the “Free and Open Indo-Pacific” (FOIP) as the 
main focus, but Kishida, who inherited the “conservative main stream” 
of the Liberal Democratic Party, has a different strategic vision from 
the “conservative side stream” of former Prime Minister Abe. 

On December 16, 2022, Japan announced the new “three security 
documents” (National Security Strategy, National Defense Strategy, 
and Defense Buildup Program). The Kishida cabinet’s response to 
China’s military trends has been elevated from “a matter of concern 
to the international community” to “the greatest challenge ever.” Xi 
Jinping and Kishida mutually positioned their future bilateral relations 
on the basis of “China-Japanese relations that meet the requirements 
of the new era” and “constructive and stable Japan-Chinese relations.” 
The “strategic mutually beneficial relationship” initiated by Abe 
Shinzo in 2006 has quietly disappeared. China and Japan can only 
explore “stable Japan-Chinese relations” in the “new era” and try to 
maintain “peace” through dialogue amid the entanglement between 
“history” and “reality.”
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